
昭和三十三年文部省令第十九号

公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律施行規則

公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律施行令（昭和三十三年政令第二百二号）第二条及び第六条の規定に基

き、公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律施行規則を次のように定める。

第一条　文部科学大臣は、必要があると認めるときは、都道府県及び地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第

一項の指定都市（以下単に「指定都市」という。）の教育委員会に対し、毎学年、別に定めるところにより、学級編制及び教職員配当の

基準に関する報告を求めることができる。

第二条　文部科学大臣は、必要があると認めるときは、都道府県及び指定都市の教育委員会に対し、毎年度、別に定めるところにより、五

月一日現在の教職員定数及び標準学級数に関する報告を求めることができる。

（学級編制又はその変更についての届出）

第三条　都道府県の教育委員会は、市（指定都市を除き、特別区を含む。以下この条において同じ。）町村の設置する義務教育諸学校の学

級編制について、当該市町村の教育委員会から公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律（昭和三十三年法律第

百十六号。第四号及び次項において「法」という。）第五条の規定による届出を受けた場合には、次の各号に掲げる事項を記載した書類

の提出を求めることができる。

一　各学校ごとの学級数

二　学年別及び学級別の児童又は生徒の数（数学年の児童又は生徒を一の学級に編制する場合にあつては、各学級ごとの学年別の児童又

は生徒の数。）

三　普通教室の数

四　法第四条の規定に基づき、法第三条第二項の規定により都道府県の教育委員会が定めた基準によらず、学級編制を行つた場合にはそ

の理由

五　その他都道府県の教育委員会において必要と認める事項

２　都道府県の教育委員会は、市町村の設置する義務教育諸学校の学級編制の変更について、当該市町村の教育委員会から法第五条の規定

による届出を受けた場合には、各学校ごとの変更の事由及び時期を記載した書類並びに前項各号に掲げる事項を記載した書類の提出を求

めることができる。

附　則　抄

１　この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和三九年九月二二日文部省令第二七号）

この省令は、公布の日から施行し、附則第三項から第九項までの規定は、昭和三十九年五月一日から適用する。

附　則　（昭和四三年五月八日文部省令第一四号）　抄

１　この省令は、公布の日から施行し、改正後の公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律施行規則及び公立義務

教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律施行規則の一部を改正する省令の規定は、昭和四十三年四月一日から適用す

る。

附　則　（昭和四四年六月一四日文部省令第一九号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、公布の日から施行し、昭和四十四年四月一日から適用する。

附　則　（昭和四五年三月二七日文部省令第三号）

この省令は、昭和四十五年四月一日から施行する。

附　則　（昭和四六年三月二九日文部省令第九号）

この省令は、昭和四十六年四月一日から施行する。

附　則　（昭和四七年三月三一日文部省令第九号）

この省令は、昭和四十七年四月一日から施行する。

附　則　（昭和四八年三月三一日文部省令第三号）　抄

１　この省令は、昭和四十八年四月一日から施行する。

附　則　（昭和四九年六月二八日文部省令第三五号）　抄

１　この省令は、公布の日から施行し、公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律等の一部を改正する法律（昭和

四十九年法律第九十号）の施行の日から適用する。

２　公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律施行令の一部を改正する政令（昭和四十九年政令第二百十八号。以

下この項において「改正令」という。）附則第三項に該当する都道府県にあつては、昭和五十五年三月三十一日までの間は、第一条の規

定による改正後の公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律施行規則第三号様式による報告書には、改正令附則

第四項に規定する小中学校教職員定数の標準に関する経過措置による教職員定数について必要な事項を記載した書類を添付するものとす

る。

附　則　（昭和四九年八月八日文部省令第三八号）

この省令は、学校教育法の一部を改正する法律の施行の日（昭和四十九年九月一日）から施行する。

附　則　（昭和五〇年三月二八日文部省令第六号）

この省令は、昭和五十年四月一日から施行する。

附　則　（昭和五一年三月三〇日文部省令第七号）

この省令は、昭和五十一年四月一日から施行する。

附　則　（昭和五二年三月二九日文部省令第三号）

この省令は、昭和五十二年四月一日から施行する。

附　則　（昭和五三年三月三〇日文部省令第六号）

この省令は、昭和五十三年四月一日から施行する。

附　則　（昭和五五年六月五日文部省令第一九号）　抄

１　この省令は、公布の日から施行し、公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律等の一部を改正する法律の施行

の日から適用する。

２　昭和六十六年三月三十一日までの間は、第一条の規定による改正後の公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法

律施行規則第二条に規定する報告書には、公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律施行令の一部を改正する政
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令附則第四項及び第九項に規定する小中学校教職員定数及び特殊教育諸学校教職員定数の標準に関する経過措置による教職員定数につい

て必要な事項を記載した書類を添付するものとする。

附　則　（昭和五六年三月三一日文部省令第一〇号）

この省令は、昭和五十六年四月一日から施行する。

附　則　（昭和五七年三月三一日文部省令第九号）

この省令は、昭和五十七年四月一日から施行する。

附　則　（昭和五八年三月三一日文部省令第四号）

この省令は、昭和五十八年四月一日から施行する。

附　則　（昭和五九年三月三一日文部省令第六号）

この省令は、昭和五十九年四月一日から施行する。

附　則　（昭和六〇年五月二四日文部省令第二一号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和六一年三月三一日文部省令第九号）

この省令は、昭和六十一年四月一日から施行する。

附　則　（平成一二年三月一六日文部省令第一六号）

この省令は、平成十二年四月一日から施行する。

附　則　（平成一二年一〇月三一日文部省令第五三号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、内閣法の一部を改正する法律（平成十一年法律第八十八号）の施行の日（平成十三年一月六日）から施行する。

附　則　（平成二四年二月七日文部科学省令第三号）

この省令は、平成二十四年四月一日から施行する。

附　則　（平成二九年一月一〇日文部科学省令第一号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律附則第一条第四号に掲げる

規定の施行の日（平成二十九年四月一日）から施行する。
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